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企業に求められる従業員の仕事と介護の両立支援への取組
～介護離職を予防するための両立支援対応モデル～02

企業に求められる従業員の仕事と介護の両立支援への取組には、以下の５つがあります。
本章では、これら５つの取組の具体的な内容について、企業の事例を交えながら解説します。
５つの取組を進める際に活用できる「お役立ちツール」もあります。それらは、45 ページ「資料編」

に掲載していますので、併せてご確認ください。

１．従業員の仕事と介護の両立に関する実態把握
２．制度設計・見直し
３．介護に直面する前の従業員への支援
４．介護に直面した従業員への支援
５．働き方改革
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＜従業員用＞
「実態把握調査票」

＜従業員用＞
「研修実施後のフォローアップ
調査票」

＜従業員用＞
「親が元気なうちから把握して
おくべきこと」チェックリスト

＜管理職用＞
「働き方の工夫を考えよう」

チェックリスト

＜人事用＞
「『仕事と介護の両立支援制度』

を周知しよう」チェックリスト

＜人事用＞

＜従業員用＞
「仕事と介護の両立準備ガイド」

リーフレット

＜人事・管理職用＞
「従業員から介護に関する相談を
受けた際に対応すべきこと」

チェックリスト

＜従業員用＞
「ケアマネジャーに相談する際に
確認しておくべきこと」チェックリスト

社内研修：「仕事と介護
の両立セミナー」テキスト

図表12 「介護離職を予防するための両立支援対応モデル」と各取組を進める際の「お役立ちツール」
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「介護離職を予防するための両立支援対応モデル」の各取組の概要

１．従業員の仕事と介護の両立に関する実態把握
従業員が抱えている介護の有無、仕事と介護の両立に必要な自社の介護休業などの制度や公的

な介護保険制度などの理解度に関する現状を、主に従業員に対するアンケート調査を実施するこ
となどにより把握します。実態把握は、自社の仕事と介護の両立支援を進める上で出発点となるも
のです。

２．制度設計・見直し
上記１のアンケート調査などによる実態把握をふまえて、介護休業など自社の両立支援制度を「法

定の基準を満たしているか」「従業員に周知されているか」「利用要件がわかりやすいか・利用手続
きが煩雑でないか」「従業員のニーズに対応しているか」などの観点から点検し、課題があれば見直
しましょう。

３．介護に直面する前の従業員への支援
従業員に対して、仕事と介護の両立に関する心構えや基本的な情報を、社内研修の実施やリーフ

レットの配付などにより提供します。介護は、子育ての場合と異なり、直面する時期を予測するこ
とは難しいので、従業員が介護に直面してから仕事と介護の両立に必要な基本的な情報を提供する
のではなく、従業員が介護に直面する前に、直面しても離職しなくて済むような、情報提供などの
支援を行うことがきわめて重要です。

４．介護に直面した従業員への支援
介護に直面している従業員に対して、自社の両立支援制度の利用支援、相談しやすい体制の整備、

地域の介護サービスの利用支援などを行います。

５．働き方改革
介護のために時間制約のある従業員であっても、離職せずに就業継続できることに加えて、仕事

に意欲的に取り組めるような職場環境や働き方をめざします。残業時間の削減や年次有給休暇の取
得促進、仕事上の情報共有、お互いさまと支援し合える職場風土づくりが大切です。

１～５の取組は、取組の成果や課題を把握しながら、継続して実施することが大切です。
次頁より、具体的な取組内容や取組事例などをみていきましょう。


